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　下野市の決算状況についてより身近に感じてもらうため、令和元年度一般会計決算を年収600万円の家
計にたとえ、「1年間の家計簿」を作成しました。市と一般家庭では会計方法等が異なるため、単純な比較
とはなりませんのでご了承ください。

● 下野市の財政状況を家計簿にたとえると

● 財政分析
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項　　目

収　入　合　計 600万円

支　出　合　計 557万円
収支の差額 43万円 は
翌年へ繰越となります。

金　額 割合 決算上の区分 項　　目 金　額 割合 決算上の区分

　③親からの援助、④預金取り崩し、⑤ローンの合
計が収入全体の38％を占めていて、これらがなけれ
ば収支は逆転してしまいます。
　幸い、今は、返済した一部が後から返ってくる有
利なローン（合併特例債）を活用できているので、
黒字になっていますが、有利なローン制度がなく
なったときのことを考えて、今から長期的な収支計
画を立てる必要があります。

　①食費、②家族の医療費、⑥ローンの返済の合計
が支出全体の42％を占めています。
　これらは毎年支出しなければならないもの（義務
的経費）なので、急激に抑制することはできません。
将来の収入見通しを立て、できるところから少しづ
つ支出を抑えていく必要があります。
　また、今後増加していくローンの返済に備えて貯
金（基金への積立）もしていく必要があります。

　地方税などの一般財源に占める公債費（借入れた
地方債の返済金）の割合を示すもので、公債費が市
の財政を圧迫していないかをみるものです。この数
値が18％を超えると、借入に県の許可が必要になり、
25％を超えると借入を制限されます。
　今年度は1.8％で、前年度の3.0％から1.2ポイント
好転し、14市平均を下回っています（1位／県内14
市）。

　地方公共団体財政健全化法に基づいて導入された
将来負担の大きさを表す指標です。地方公社や損失
補償を行っている出資法人等に係るものも含め、一
般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政
規模を基本とした額に対する比率です。この数値が
350％を超えると早期健全化団体となります。
　今年度は－54.6％で、前年度の－74.4％から19.8
ポイント上昇しました（1位／県内14市）。

●実質公債費比率（全会計の借入金返済の割合）

※18％以下…望ましい　18％を超えると…注意
27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度

低いほうがよい　350％以上…危険

●将来負担比率（将来負担すべき実質的な負債の比率）
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